
（証券コード5721）
平成２５年６月７日

株 主 各 位
東京都中央区銀座八丁目９番１３号

代表取締役社長 佐 藤 廣 治

第94回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第94回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席ください

ますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行

使書用紙に賛否をご表示いただき、平成25年６月26日（水曜日）営業時間終了時（午

後５時30分）までに到着するようご送付いただきたく、お願い申し上げます。

敬 具

記

1. 日 時 平成25年６月27日（木曜日）午前10時
2. 場 所 東 京 都 千 代 田 区 丸 の 内 三 丁 目 1 番 １ 号

（国際ビル８階） 日本俱楽部

(
当会場の都合により、９時30分以前にお越しいただいても

)ご入場はできませんのでご来場はそれ以後に願います。

なお、末尾記載の株主総会会場ご案内図をご参照ください。
　

3. 目的事項
報告事項 第94期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）

事業報告及び計算書類報告の件
決議事項

　 第１号議案
　 第２号議案
　 第３号議案
　 第４号議案

株式併合の件
定款一部変更の件
取締役２名選任の件
監査役１名選任の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さいますようお願い申し上げます。

◎株主総会参考書類、事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット
上の当社のウェブサイト（アドレス http://www.s-science.jp）に掲載させていた
だきます。
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(添付書類）

事 業 報 告

（平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで）

１. 会社の現況に関する事項
(1) 事業の経過及びその成果

　 当期のわが国経済は、東日本大震災の復興需要等を背景として緩やかな回復傾

　向にあり、年度終盤では金融緩和等による円安・株高などの明るい兆しも見られ

　ましたが、年度を通じては欧州の債務危機、新興国の経済成長鈍化など、依然と

　として先行き不透明な状況で推移しました。

　 このような環境の下、当社の売上高につきましては、ニッケル事業ではＬＭＥ

　価格の下落により販売価格が低下したため、売上高は７億73百万円（前年同期９

　億22百万円 16.1％減）となりました。

　 不動産事業では、販売用不動産の売却・引き渡し等により、売上高は１億94百

　万円（前年同期２億２百万円 4.1％減）となりました。

　 教育事業では、生徒数の減少により前年同期を下回り、売上高は８億27百万円

　（前年同期９億74百万円 15.1％減）となりました。

　 以上の結果、当期の業績は、売上高17億95百万円（前年同期売上高21億円）、

　営業損失３億44百万円（前年同期営業損失４億13百万円）となり、有価証券売却

　益、有価証券評価益等１億23百万円を営業外収益に計上したことにより、経常損

　失は２億26百万円（前年同期経常損失３億９百万円）、又、受取損害賠償金81百

　万円を特別利益に、教育事業部における不採算教室閉鎖に伴なう事業撤退損や固

　定資産除却損等45百万円を特別損失に計上したことにより、当期純損失２億円（

　前年同期純損失３億92百万円）となりました。

配当金につきましては、誠に申し訳なく存じますが、見送りとさせていただき

　 たく存じます。
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　セグメント別売上高

区 分
当 事 業 年 度

金 額（百万円） 対前期比増減（％） 構 成 比（％）

ニ ッ ケ ル 事 業 773 △16.1 43.1

不 動 産 事 業 194 △4.1 10.8

教 育 事 業 827 △15.1 46.1

環 境 事 業 ― ― ―

合 計 1,795 △14.5 100.0

(2) 設備投資等の状況

　 該当事項はありません。

(3) 資金調達の状況

　 該当事項はありません。

(4) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　 該当事項はありません。

(5) 他の会社の事業の譲受けの状況

　 該当事項はありません。

(6) 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

　 該当事項はありません。

(7) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　 該当事項はありません。

(8) 対処すべき課題

　(営業体制の強化)

　当社は、ニッケル事業、不動産事業、教育事業、環境事業に取り組み、各事業

の積極的な活動により企業価値を高め、収益向上と財務体質の強化を経営目標と

し、業績の改善と業績向上に取り組んでおります。

　今後も各事業部門の改革と、より柔軟な営業活動により、黒字体質への転換と

変革を目指した事業構造・体制を確立し収益の改善に努めてまいります。
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(9) 財産及び損益の状況

区 分
第91期

(平成22年
３月期)

第92期
(平成23年
３月期)

第93期
(平成24年
３月期)

第94期(当期)
(平成25年
３月期)

売 上 高 (千円) 2,402,069 2,324,616 2,100,639 1,795,229

経常利益(△損失) (千円) △188,522 △481,521 △309,916 △226,057

当期純利益(△純損失) (千円) △120,978 △1,221,648 △392,716 △200,084

１株当たり当期純利益(△純損失)(円) △0.12 △1.21 △0.39 △0.19

総 資 産 (千円) 4,736,423 3,569,911 3,169,156 2,942,499

純 資 産 (千円) 3,604,660 2,328,604 2,139,621 1,856,342

(10) 主要な事業内容（平成25年３月31日現在）

事業部門 事業内容

ニ ッ ケ ル 事 業 ニッケル地金及びニッケル塩類の販売

不 動 産 事 業 土地、建物の売買、仲介及び賃貸

教 育 事 業 学習塾の経営

環 境 事 業 コンポスト化システム装置の販売

(11) 主要な営業所及び工場（平成25年３月31日現在）

名称 所在地

当 社・本 社 東京都中央区

志 村 工 場 東京都板橋区

西 日 本 営 業 所 大阪市天王寺区

教 育 事 業 部 大阪市天王寺区

校 舎 大阪府(22)、奈良県(7)、関東(1)

子会社・志村産業株式会社 東京都板橋区

(12) 従業員の状況（平成25年３月31日現在）

従業員数 前期末比増減

　 104名 10名減

(注) 1. 従業員数は、就業人員であります。
2. 従業員数には、出向受入者 ２名が含まれております。

― 4 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2013年05月24日 20時41分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.40 20120314_01）



(13) 親会社及び子会社の状況

　 ① 親会社との関係

　 該当事項はありません。

　 ② 子会社の状況

会社名 資本金 議決権比率 主要な事業内容

志 村 産 業 株 式 会 社 20,000 千円 100 ％ 産業設備等の設計・製作・販売

(14) 主要な借入先（平成25年３月31日現在）

借入先 借入残高

独立行政法人科学技術振興機構 596,000
千円
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２. 会社の株式に関する事項
　株式の状況（平成25年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 1,800,000,000株

(2) 発行済株式の総数 1,005,955,984株(自己株式 14,742,698株を除く)

(3) 株 主 数 31,156名

(4) 大 株 主

株主名 持株数（株） 持株比率（％）

株式会社東理ホールディングス 150,571,860 14.96

品田 守敏 20,000,000 1.98

前沢 政弘 14,060,000 1.39

山崎 和也 13,512,000 1.34

安本 友信 10,713,000 1.06

小菅 守 10,657,000 1.05

小島 一元 8,789,000 0.87

中島 ベニカ 7,297,000 0.72

曽根 俊介 6,000,000 0.59

ＵＢＳ証券株式会社 5,908,000 0.58

(注）持株比率は、自己株式（14,742,698株）を控除して計算しております。

(5)その他株式に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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３. 会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の状況

（平成25年３月31日現在）

地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 品 田 守 敏 ㈱恒陽 代表取締役社長

代表取締役社長 佐 藤 廣 治 営 業

取締役 甲 佐 邦 彦 総務部長

取締役 長谷川 裕 克 業務部長

取締役 田 中 祥 司 都市鑑定アドバイザリー㈱ 代表取締役

監査役 塩 澤 義 一 常 勤

監査役 森 本 明 雄

監査役 上 田 直 樹 仮監査役

(注) 1.森本明雄氏及び上田直樹氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
2.当社は、大阪証券取引所に対し、監査役 森本明雄氏を独立役員として届け出ております。
3.監査役 上田直樹氏は、弁護士の資格を有しており、法律に関する相当程度の知識を有して
　おります。
4.㈱恒陽及び都市鑑定アドバイザリー㈱と当社との間には特別の関係はありません。
　

(2) 事業年度中に退任した会社役員

　取締役及び監査役の氏名等

退任時の会社に
おける地位

氏 名
退任時の担当及び重要な兼職の

状況
退 任 日

監査役 宍 倉 良 二 ― 平成25年１月８日

（注） 監査役 宍倉良二氏は、死去による退任であります。

(3) 取締役及び監査役の報酬等の額

取締役 ５名 　 34百万円

監査役 ４名 　 ７百万円 （うち社外監査役 ３名 ３百万円）
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(4) 社外役員に関する事項

区分 氏名
重要な兼職先と
当社との関係

当社での主な活動状況 責任限定契約の内容

監査役 宍倉良二 ― 当社開催の取締役会
と監査役会に出席し
ている他、その他の
重要会議、事業部会
議等にも出席し専門
的見地からの発言を
行なっております。

当社定款において
は、社外監査役の
会社法第423条第
１項の責任につい
ては、善意かつ重
過失がないときは
一定の限度を設け
る契約を締結する
ことができる旨を
定めております
が、現時点では社
外監査役との間で
責任限定契約を締
結しておりませ
ん。

監査役 森本明雄 ―

監査役 上田直樹 ―

監査役 宍倉良二氏
の死去により監査役
の法定員数を欠くこ
とになったため、東
京地方裁判所の決定
により、一時監査役
の職務を行なうべき
者（仮監査役）とし
て平成25年１月28日
に選任されておりま
す。
当社開催の取締役会
と監査役会に出席し
ている他、その他の
重要会議、事業部会
議等にも出席し専門
的見地からの発言を
行なっております。
なお、就任前の期間
における監査事項に
つき在任監査役より
説明を聴くとともに
取締役及び会計監査
人より報告を受け、
専門的見地から監査
を行なっておりま
す。
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４. 会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

　 ＫＤＡ監査法人

(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社定款においては、会計監査人の会社法第423条第１項の責任について、善意か

つ重過失がないときは一定の限度を設ける契約を締結することができる旨を定めて

おり、会計監査人との間で責任限定契約を締結しております。

　当該契約の内容の概要は次のとおりであります。

① 監査法人は、本契約の履行に伴い生じた当社の損害について、監査法人に悪意

又は重大な過失があった場合を除き、35百万円又は監査法人の会計監査人としての

在職中に報酬その他の職務執行の対価として当社から受け、若しくは受けるべき財

産上の利益の額の事業年度ごとの合計額のうち最も高い額に二を乗じて得た額のい

ずれか高い額をもって、当社に対する損害賠償責任の限度額としております。

② 監査法人の行為が①の要件を充足するか否かについては、当社がこれを判断し、

速やかに監査法人に結果を通知するものとしております。

　

(3) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

　① 公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬等の額

　 17,500千円

　② 当社が会計監査人に支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額

　 17,500千円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、「会社法」に基づく監査と「金融商品取引
法」に基づく監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため報酬
等の額にはこれらの合計額を記載しております。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　会社都合の場合の他、当社監査役会は、当該会計監査人が会社法第340条第１項に

定められている解任事由に該当する状況にあり、かつ改善の見込みがないと判断し

た場合、もしくは、監督官庁から監査業務停止処分を受ける等、当社の監査業務に

重大な支障を来たす事態が生じた場合には、取締役会に対して会計監査人の解任ま

たは不再任に関する議案を株主総会に付議するよう請求いたします。
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５. 会社の体制及び方針
１. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他

業務の適正を確保するための体制

　当社は、下記の取締役会において、内部統制システム構築に関する基本方針につ

いて、下記のとおり決議しております。

(1)総論

　 本決議は、会社法第36条第5項に基づき、取締役会において当社の内部統制

システムの基本方針を決議するとともに、会社法施行規則第100条の定める同シ

ステムの体制整備に必要とされる各条項に関する大綱を定めるものである。

本決議に基づく内部統制システムは、速やかに実施されるとともに、定期的か

つ必要に応じた見直しによってその改善を図り、もって効率的で適法な企業体

制を作ることを目的とする。

　(2） 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① 企業倫理に基づき、代表取締役が繰り返しその精神を役職員に伝えることに

より、法令・定款の遵守及び社会倫理の遵守、各ステークホルダーへの誠実な

対応と透明性のある経営、事業活動による価値創造を通じた社会への貢献を企

業活動の前提とすることを徹底する。

② 当社の役員は、この実践のため企業理念、企業行動規範、企業行動基準に従

い、当社グループ全体における企業倫理の遵守及び浸透を率先垂範して行なう。

③ 代表取締役は、内部統制管理責任者を任命し、全社横断的なコンプライアン

ス体制の整備及び問題点の把握並びにリスク管理に努める。内部統制管理責任

者はコンプライアンス上の重要な問題点を審議し、その結果を取締役会に報告

する。 取締役会は各業務部門固有のコンプライアンスリスクを分析し、その対

策を具体化する。

④ 役職員の法令・定款違反については取締役会にて具体的な処分を決定する。

　(3) 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① 当社は、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、

企業理念、企業行動規範、企業行動基準及びグループ企業倫理等の実践的運用

と徹底を行なう体制を構築する。また、代表取締役及び業務執行を担当する取

締役・執行役員に、当社グループの使用人に対するコンプライアンス教育・啓

発を行なわせる。

② 当社グループの役員・使用人が当社グループ各社における重大な法令違反そ

の他のコンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合は、代表取締役並

びに内部統制管理責任者に報告するものとする。内部統制管理責任者は、当該

報告された事実についての調査を指揮・監督し、代表取締役と協議のうえ必要

と認める場合適切な対策を決定する。
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③ 当社グループにおける法令遵守上疑義のある行為について、使用人が直接通

報を行なう手段を確保するものとし、その手段の一つとして使用人が直接報告

する内部通報システムを設ける。この場合、通報者の希望により匿名性を保障

すると共に通報者に不利益がないことを確保する。報告・通報を受けた内部統

制管理責任者はその内容を調査し、再発防止策を担当部門と協議のうえ、決定

し、全社的に再発防止策を実施する。

　(4) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 取締役は、株主総会議事録と関連資料、取締役会議事録と関連資料、取締役

を決定者とする決定書類及びその他取締役の職務の執行に関する重要な附属書

類など、その職務の執行に係る文書（電磁的記録を含む。以下同じ。）及びその

他の重要な情報を、社内規程に基づき、各々の担当職務に従い適切に保存し、

且つ管理する。

② 取締役会議長は、上記①における情報の保存及び管理を監視・監督する責任

者となり総務担当取締役がこれを補佐する。この責任者の任務には、会社法所

要の議事録の作成に係る職務を含むものとする。

③ 上記①に定める文書は、少なくとも10年間保管するものとし、取締役及び監

査役は必要に応じて閲覧できるものとする。

　(5) 損失の危険の管理に関する規定その他の体制

① リスク管理規程に基づき、取締役会は、企業価値を高め、企業活動の持続的

発展を実現することを脅かすあらゆるリスクに対処すべく、実践的な運用を行

なう。

② 当社グループのリスクカテゴリー毎の責任部署を定め、内部統制管理責任者

を全社のリスクに関する統括責任者として任命し、当社グループ全体のリスク

を網羅的・総括的に管理する。当社グループの横断的リスクマネージメント体

制の計画、 整備、問題点の把握及び危機発生時の対応を行ない、取締役会等に

おける経営判断に際してこれを重要な判断材料として提供する。

③ 上記の他、以下のリスクにおける事業の継続を確保するための体制を整備す

る。

　 イ．地震、洪水、事故、火災等の災害により重大な損失を被るリスク

ロ．役員・使用人の不正な業務執行により生産・販売活動等に重大な支障を生

じるリスク

　 ハ．取引先等の財務状況の悪化により、損失を被るリスク

ニ．金利、有価証券及び製品等の価格、為替等さまざまな市場のリスクファク

ターの変動により保有する資産及び製品の購入価格並びに販売価格が変動

し、損失を被るリスク
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ホ．財務内容の悪化、信用力低下等により必要な資金の確保ができなくなり、

資金繰りがつかなくなる場合等により損失を被るリスク

ヘ．基幹ITシステムが正常に機能しないことにより重大な損失を被るリスク

　 ト．その他、取締役会が極めて重大と判断するリスク

　(6) 取締役の職務の執行が効率的に行なわれることを確保するための体制

① 取締役会は、代表取締役及びその他の業務執行を担当する取締役・執行役員

等の職務分掌に基づき、代表取締役及び各業務担当取締役・執行役員に業務の

執行を行なわせる。なお、代表取締役は、当社グループ全体組織を構築し、そ

の効率的な運営とその監視監督体制の整備を行なう。

　 ② 以下の経営管理システムを用いて、取締役の職務の執行の効率化を図る。

　 イ．職務権限・意思決定ルールの策定

　 ロ．取締役・執行役員を構成員とする取締役会の設置

ハ．取締役会による経営計画の策定、経営計画に基づく事業部門毎の業績目標

と予算の設定並びに、ITを活用した月次・四半期業績の月次業績のレビュ

ーと改善策の実施

(7) 当社並びにその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための

体制

① 当社及びグループ各社における内部統制の構築を目指し、当社にグループ各

社全体の内部統制に関する協議、情報の共有化、指示・要請の伝達等が効率的

に行なわれるシステムを含む体制を構築する。

② 当社グループに属する会社間の取引は、法令・会計原則・税法その他の社会

規範に照らし適切なものでなければならない。

③ 代表取締役及び業務を担当する取締役・執行役員は、それぞれの職務分掌に

従い、グループ会社が適切な内部統制システムの整備を行なうよう指導する。

これには、代表取締役が、当社グループ各社の取締役に対し、取締役の職務の

執行に係る情報の保存及び管理に関する体制の整備について指導することを含

む。

④ 内部監査部門は、当社グループにおける内部監査を実施又は統括し、当社グ

ループの業務全般にわたる内部統制の有効性と妥当性を確保する。業務監査の

年次計画、実施状況及びその結果は、その重要性に応じ取締役会等に報告され

なければならない。

⑤ 監査役が、監査役自ら又は当社グループ監査役会を通じて当社グループの連

結経営に対応したグループ全体の監視・監査を実効的かつ適正に行なえるよう

会計監査人及び業務監査部門との緊密な連携等的確な体制を構築する。
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(8) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する体制並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

① 監査役が、監査役の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、

専任で且つ計数的な知見を十分に有する使用人を監査役付として置くものとす

る。

② 監査役付は、監査役の指示に従いその職務を行なうと共に、当社グループ会

社の監査役を兼務可能とするが、グループ会社の業務の執行に係る役職は兼務

しない。

③ 監査役付の独立性を確保するため、当該使用人の任命、異動等人事権に係る

事項の決定には常勤監査役の事前の同意をえる。

　 ④ 監査役付の人事考課については、常勤監査役が行なうものとする。

(9) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関

する体制

① 代表取締役及び業務執行を担当する取締役・執行役員は、取締役会等の重要

な会議において随時その担当する業務の執行状況の報告を行なう。

② 代表取締役及び業務を担当する取締役は、以下に定める事項について、発見

次第速やかに監査役に対し報告を行なう。

　 イ．会社の信用を大きく低下させたもの、又はその恐れのあるもの

　 ロ．会社の業績に大きく悪影響を与えたもの、又はその恐れのあるもの

ハ．社内外へ環境、安全、衛生又は製造物責任に関する重大な被害を与えたも

の、又はその恐れのあるもの

　 ニ．企業行動規範、企業行動基準への違反で重大なもの

　 ホ．その他上記イ～ニに準じる事項

　(10) その他監査役の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制

① 監査役の過半数は独立社外監査役とし、対外透明性を担保する。当該社外監

査役は、当社が定める独立性要件を満足するものとし、その独立性要件は、監

査役会が承認した監査役会規定並びに監査役監査基準により定める。

② 当社グループ監査役会は、独自に意見形成するため、監査役会と代表取締役

との間の定期的な意見交換会を設ける。監査役会は、とりわけ専門性の高い法

務・会計事項については、必要に応じて専門の弁護士、公認会計士等から監査

業務に関する助言を受ける機会を保障されるものとする。

２. 株式会社の支配に関する基本方針

　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基

本方針については、特に定めておりません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告に記載している金額は、単位未満の端数を切り捨てております。
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貸 借 対 照 表

(平成25年３月31日現在)
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
(資産の部) (負債の部)

流動資産 2,022,925 流動負債 436,779
現金及び預金 326,983 買掛金 65,446
受取手形 109,896 １年以内返済予定長期借入金 50,000
売掛金 157,071 リース債務 3,555
営業未収入金 14,592 未払金 43,397
有価証券 264,715 未払費用 25,861
販売用不動産 776,067 未払法人税等 30,068
商品 65,628 未払消費税等 69,178
製品 74,292 前受金 15,809
仕掛品 2,650 前受収益 1,075
原材料 9,911 　 預り金 130,708
前払費用 20,852 賞与引当金 1,679
未収入金 82,004 固定負債 649,377
預け金 115,767 長期借入金 546,000
その他 7,168 リース債務 8,837
貸倒引当金 △4,676 退職給付引当金 11,195

固定資産 919,573 役員退職慰労引当金 43,140
有形固定資産 339,383 受入敷金保証金 11,251
建物 314,086 繰延税金負債 64
構築物 2,358 資産除去債務 28,888
機械及び装置 274 負債合計 1,086,157
車両及び運搬具 1,912 (純資産の部)
工具・器具及び備品 7,751 株主資本 1,790,383
リース資産 8,017 資本金 5,000,000
建設仮勘定 4,981 資本剰余金 1,560,321

無形固定資産 31,027 　その他資本剰余金 1,560,321
借地権 14,678 利益剰余金 △4,438,188
ソフトウェア 2,342 　その他利益剰余金 △4,438,188
電話加入権 12,852 　繰越利益剰余金 △4,438,188
ソフトウェア仮勘定 1,154 自己株式 △331,750

投資その他の資産 549,163 評価・換算差額等 65,959
投資有価証券 378,092 その他有価証券評価差額金 65,959
関係会社株式 20,000
出資金 1,400
敷金・保証金 116,473
長期貸付金 2,400
会員権 22,314
長期前払費用 6,406
長期未収入金 24,669
破産更生債権等 32,319
その他 15,175
貸倒引当金 △70,088 純資産合計 1,856,342

資産合計 2,942,499 負債純資産合計 2,942,499

(注) 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 1,795,229

売 上 原 価 1,634,701

売 上 総 利 益 160,528

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 505,216

営 業 損 失 △344,687

営 業 外 収 益

受 取 利 息 8

受 取 配 当 金 8,239

不 動 産 賃 貸 料 5,927

有 価 証 券 売 却 益 34,922

有 価 証 券 評 価 益 36,789

賞 与 引 当 金 戻 入 額 35

そ の 他 37,783 123,705

営 業 外 費 用

支 払 利 息 61

売 上 割 引 229

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,804

そ の 他 2,980 5,076

経 常 損 失 △226,057

特 別 利 益

受 取 損 害 賠 償 金 81,292 81,292

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 損 800

事 業 撤 退 損 27,973

減 損 損 失 8,439

固 定 資 産 除 却 損 8,078 45,290

税 引 前 当 期 純 損 失 △190,056

法人税、住民税及び事業税 10,027

当 期 純 損 失 △200,084

(注) 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

（平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金
そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

当 期 首 残 高 5,000,000 1,560,321 △4,238,103

事業年度中の変動額

当 期 純 損 失 △200,084

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

事業年度中の変動額合計 ― ― △200,084

当 期 末 残 高 5,000,000 1,560,321 △4,438,188

(単位：千円)

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自 己 株 式 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 △331,747 1,990,469 149,151 149,151 2,139,621

事業年度中の変動額

当 期 純 損 失 △200,084 △200,084

自 己 株 式 の 取 得 △2 △2 △2

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

△83,192 △83,192 △83,192

事業年度中の変動額合計 △2 △200,086 △83,192 △83,192 △283,279

当 期 末 残 高 △331,750 1,790,383 65,959 65,959 1,856,342

(注) 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

１. 有価証券の評価基準及び評価方法

　(1) 子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法

(2) 売買目的有価証券……時価法（売却原価は移動平均法により算定）

(3) そ の 他 有 価 証 券

時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

時価のないもの……移動平均法による原価法

２. たな卸資産の評価基準及び評価方法

　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

　(1) 商品、製品、原材料及び仕掛品

　 (ニッケル事業)

　 先入先出法

　 (その他の事業)

　 先入先出法

　(2) 貯蔵品

　 先入先出法

　(3) 販売用不動産

　 個別法

３. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産………定率法を採用しております。

(ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備

は除く）については定額法)

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物及び構築物 10年～50年

機械装置及び運搬具 ２年～10年

また、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産につ

いては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年

間で償却する方法によっております。

(2) 無形固定資産………定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づいております。

(3) リ ー ス 資 産………所有権移転外ファイナンス・リースに係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定す

る定額法によっております。

(4) 長期前払費用………定額法を採用しております。
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４. 引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

　(2) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度対応分

を計上しております。

　(3) 退職給付引当金

　当社は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しております。

　(4) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に充てるため、取締役会の内規に基づく期末要支給額

を計上しております。

５. その他計算書類作成のための重要な事項

　(1) 消費税等の会計処理

　 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しております。

　(2) 販売用不動産について

　販売用不動産のうち一定基準をこえる特定物件にかかわる借入金利息を当該た

な卸資産の取得価額に算入する方法を採用しております。

　(3) 退職給付債務について

　 退職給付債務の算定にあたり簡便法を選択しております。

(重要な会計方針の変更)

　 会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更

　 法人税法の改正に伴い、当期より平成24年４月１日以降に取得した有形固定資

　 産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

　 これによる当期の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽

　 微であります。
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(貸借対照表に関する注記)

１. 担保に供している資産

　 販売用不動産土地 349,921千円

　 有価証券 89,095千円

　 上記に対する債務

　 １年以内返済予定長期借入金 50,000千円

　 長期借入金 546,000千円

　 未払消費税等 66,569千円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 755,527千円

(損益計算書に関する注記)

　１．通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額

　 不動産事業原価 8,789千円

　 製品売上原価 10,260千円

　 商品売上原価 197千円

　２．減損損失

　 当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上

　 しました。

用 途 種 類 場 所 金 額

　事務所・教室 工具器具備品 大阪府大阪市他 1,429千円

　事務所・教室 建物附属設備 大阪府大阪市他 3,187千円

　事務所・教室 リース資産 大阪府大阪市他 3,822千円

合 計 8,439千円

　※ 当社は、事業セグメントを基本単位として資産をグルーピングしており、教育

　 事業については、教室毎を基本単位としてグルーピングを行なっております。

　 上記は、時価（正味売却価額）が取得原価に比べ著しく下落したため、8,439千

　 円の減損損失を計上しました。なお、回収可能額は正味売却価額によっており

　 ます。

(株主資本等変動計算書に関する注記)

１. 当事業年度末日における発行済株式の数 普通株式 1,020,698,682株

２. 当事業年度末日における自己株式の数 普通株式 14,742,698株
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(税効果会計に関する注記)

　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の内訳

　 繰延税金資産（流動）

未払事業税 7,345千円

その他 2,547千円

9,893千円

　 繰延税金資産（固定）

税務上の繰越欠損金 3,444,035千円

減価償却超過額 29,158千円

投資有価証券 1,600,902千円

長期未収入金 34,843千円

貸付金 22,615千円

貸倒引当金 22,276千円

その他 135,022千円

5,288,854千円

繰延税金資産小計 5,298,747千円

評価性引当金 △5,293,451千円

繰延税金資産の合計 5,296千円

　 繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △64千円

資産除去債務 △5,296千円

繰延税金負債合計 △5,360千円

繰延税金負債の純額 △64千円

(リースにより使用する固定資産に関する注記)

１. 当事業年度の末日におけるリース物件の取得価額相当額 6,538千円

２. 当事業年度の末日におけるリース物件の減価償却累計額相当額 6,538千円

３. 当事業年度の末日におけるリース物件の未経過リース料相当額 ― 千円
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（金融商品に関する注記）

1. 金融商品の状況に関する事項
（1） 金融商品に対する取組方針

当社は、資金調達については当社の環境関連事業におけるプラント開発のた
めに借り入れを行なっております。また、資金運用については株式などの金融
資産により運用しております。

（2） 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形、売掛金及び営業未収入金は、顧客の信用リスクに

晒されております。有価証券及び投資有価証券は余剰資金の運用目的で保有す
るものであり、有価証券は市場価格の変動リスクに晒されております。
営業債務である買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。借入金

は環境事業におけるプラント製造コストを調達するために借り入れた無利息の
借入金であります。返済は決算日後、５年間の分割返済の契約となっておりま
す。営業債務と借入金は流動性リスクに晒されております。

（3） 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、債権管理規定に従い、営業債権について各事業部門における担当
者が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとに期日及び
残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽
減を図っております。学習塾関連の営業債権につきましては、専用の債権管
理システムを構築し個人ごとの滞留状況を把握することにより、回収懸念と
長期滞留の軽減を図っております。
当期の決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金

融資産の貸借対照表額により表わされております。

② 市場リスク（市場性のある有価証券の価格変動リスク）の管理
有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況

等を把握しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリス
ク）の管理
当社では各部署からの報告に基づき担当者が適時に資金繰計画を作成し常

に充分な手許流動性を維持することなどの方法により流動性リスクを管理し
ております。
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2. 金融商品の時価等に関する事項

　 平成25年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるもの

は、次表には含めておりません（（注２）をご参照ください）。

（単位：千円）

　 貸借対照表計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 326,983 326,983 －

（2）受取手形及び売掛金 266,967 266,967 －

（3）営業未収入金 14,592

　 貸倒引当金（※） △2,155

　 差引 12,437 12,437 －

（4）有価証券及び投資有価証券

　 売買目的有価証券 264,715 264,715 －

　 投資有価証券 359,381 359,381 －

資産計 1,230,486 1,230,486 －

（1）買掛金 65,446 65,446 －

（2）１年以内返済予定長期借入金 50,000 50,000 －

（3）長期借入金 546,000 520,225 △25,774

（4）リース債務 12,392 12,010 △382

負債計 673,839 647,681 △26,157

（※）営業未収入金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（注1） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

（1） 現金及び預金

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

　 該帳簿価額によっております。

（2） 受取手形及び売掛金

　 受取手形及び売掛金はすべて短期の営業債権であるため、時価は帳簿価額

　 にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（3） 営業未収入金

営業未収入金はすべて短期の営業債権であるため、時価は帳簿価額にほぼ

　 等しいことから、貸倒引当金控除後の当該帳簿価額によっております。

（4） 有価証券及び投資有価証券

　 これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
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負債

（1） 買掛金

　 買掛金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当

該帳簿価額によっております。

(2） １年以内返済予定長期借入金

　 １年以内返済予定長期借入金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に

　 ほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3） 長期借入金

　 長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行なった

　 場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

　(4） リース債務

　 リース債務の貸借対照表計上額には流動負債のリース債務と固定負債のリー

　 ス債務の合計額を表示しております。

　 これらの時価については、元利金の合計額を、新規にリース取引を行なった

　 場合に想定される利率で割り引いた現在価値によって算定しております。

（注2） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 貸借対照表計上額 (千円）

非上場株式 18,711

子会社株式 20,000

　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるため、上表（非上場株式については「（４）有価証券及び投資有価証券」）に

は含めておりません。

(持分法損益等に関する注記)

　 該当事項はありません。

― 23 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2013年05月24日 20時41分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.40 20120314_01）



(関連当事者との取引に関する注記)

（１）役員及び個人主要株主等

属性

会社等

の名称

又は氏名

住所

資本金

又は

出資金

(千円)

事業の

内容又は

職業

議決権

等の所有

(被所有)

割合

(％)

内容

取引の

内容

取引

金額

(千円)

科目

期末

残高

(千円)役員の

兼任等

事業上の

関係

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等

(当該会社

等の子会

社を含む)

サンユー
不動産㈱

東 京 都
目黒区

30,000 不動産業

（所有）

-

（被所有）

-

役 員 の

兼任1名 - - -
未 収

入金
44,683

（２）会社の親会社及び主要株主（会社等に限る）等

属性

会社等

の名称

又は氏名
住所

資本金

又は

出資金

(百万円)

事業の

内容又は

職業

議決権

等の所有

(被所有)

割合

(％)

内容
取引の

内容

取引

金額

(千円)
科目

期末

残高

(千円)

役 員
の 兼
任等

事 業
上 の
関係

主要株主

㈱東理
ホール
ディン
グス

東 京 都
中央区 4,000 非鉄金属

（所有）

14.12
－ －

資金の借入 30,000 － －

（被所有）

14.97 支払利息
61 － －

共同事業施
設負担金の
受取り

30,000
未 収

入金
31,500

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

　 取引金額には消費税が含まれておりません。

（３）子会社等

　 該当事項はありません。
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(１株当たり情報に関する注記)

　 １. １株当たり純資産額 １円 ８４銭

２. １株当たり当期純損失 ０円 １９銭

(重要な後発事象に関する注記)

　 該当事項はありません。

(注) 記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成25年５月27日

株式会社 エス・サイエンス

　取締役会 御中

ＫＤＡ監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 関 本 享 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 毛 利 優 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社エス・サイエンスの平成
24年４月１日から平成25年３月31日までの第94期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ
の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及
びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書
　当監査役会は、平成24年4月1日から平成25年3月31日までの第94期事業年度の取締役の業
務執行に関して、各監査役から監査の方法及び結果の報告を受け、審議の上、本監査報告書
を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に
ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方法、業務の分担等に
従い、取締役、その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努
めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執
行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及
び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載さ
れている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株
式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第
3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている
体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につ
いて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。 子会社に
ついては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子
会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及び
その附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及
び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保する
ための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」

（平成17年10月28日企業会計審査会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ
て説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたし
ました。

２. 監査の結果
　(1）事業報告等の監査結果

イ）事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。

ロ）取締役の職務の執行に関する不正の行為、法令もしくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

ハ）内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘
すべき事項は認められません。

　(2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　 会計監査人 ＫＤＡ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 平成25年５月28日

株式会社エス・サイエンス監査役会

常 勤 監 査 役 塩 澤 義 一 ㊞

監 査 役 森 本 明 雄 ㊞

監 査 役 上 田 直 樹 ㊞
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(注) １.監査役森本明雄、監査役上田直樹は、会社法第2条第16号及び第335条第3項に定める
　 社外監査役であります
　 ２.監査役宍倉良二は平成25年１月8日に逝去いたしましたので、監査報告書に署名押印
　 致しておりません。
　 ３.監査役上田直樹は、監査役宍倉良二の死去により監査役の法定員数を欠くことになっ
　 たため、東京地方裁判所の決定により一時監査役の職務を行なうべき者（仮監査役）
　 として平成25年１月28日に選任されました。
　 ４.監査役上田直樹は、就任前の期間における監査事項につき在任監査役より説明を聴く
　 とともに重要な決裁書類等を閲覧し、取締役等及び会計監査人より報告を受け、監査
　 いたしました。

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 株式併合の件

　１．提案の理由

　 全国証券取引所は、すべての上場内国株式の売買単位を100株に集約すべ

　 く「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、指導いたしております。

　 上場企業である当社といたしましても、この決定を尊重し速やかに対応する

　 ことと致します。

　 また、当社は過去の新株発行に伴う資金調達により、事業基盤の確立を図

　 ることができましたが、発行済株式総数の増加も一因となり、株価単位の低

迷を余儀なくされております。

　会社の客観的価値を示す指標の１つは時価であると認識しておりますが、

株価そのものが低いことも、当社の経営に悪影響を及ぼしております。

　よって当社の一株当たりの資産および利益指標を改善させるために株式併

合をおこなうものであります。

２．株式併合の内容

　 当社の発行済株式数 1,020,698,682株について10株を１株に併合して、

　 102,069,868株とします。

　 また、単元株式数の変更を1,000株から100株に併せて実施するものであり

ます。

　 効力発生日 ・・・・・・・・・・・ 平成25年10月１日

　 （株式併合および単元株式数変更）

　 その他必要な事項につきましては、取締役会に一任願いたいと存じます。
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第２号議案 定款一部変更の件

　１．提案の理由

　 （1）経営責任をより明確化するとともに、経営環境の変化に迅速に対応で

　 きる経営体制を構築するため取締役の任期を２年から１年に変更する

　 ものであります。

　 （2）第１号議案であります、株式併合に伴い既存株主様の議決権等の権利

　 や市場での売買の利便性が損なわれないように考慮し、株式併合の効

　 力発生を条件として、発行可能株式総数および単元株式数を変更する

　 ものであります。

　２．定款変更の内容

　 変更の内容は次のとおりであります。

　 （下線は変更部分を示します。）

現行定款 変更案

第１条～第５号 ＜省略＞ 第１条～第５条 ＜現行どおり＞

第２章 株式 第２章 株式

（発行可能株式総数） （発行可能株式総数）

第６条 当会社の発行可能株式総数は
　 18億株とする

第６条 当会社の発行可能株式総数は、
　 ２億株とする

（単元株式数） （単元株式数）

第７条 当会社の単元株式は、1,000株と
　 する。

第７条 当会社の単元株式は、100株と
する。

第８条～第21条 ＜省略＞ 第８条～第21条 ＜現行どおり＞

第４章 取締役、取締役会および監査役
　 、監査役会

第４章 取締役、取締役会および監査役
　 、監査役会

（取締役および監査役の任期） （取締役および監査役の任期）

第22条 取締役および監査役の任期は、
　 選任後、取締役は２年内に監
　 査役は４年内に、それぞれ終
　 了する事業年度のうち最終の
　 ものに関する定時株主総会の
　 終結の時までとする。
　 補欠または増員のため選任さ
　 れた取締役の任期は、他の在
　 任取締役の任期の満了する時
　 までとする。
　 退任した監査役の補欠のため
　 選任された監査役の任期は、
　 退任した監査役の任期の満了
　 する時までとする。

第22条 取締役および監査役の任期は、
　 選任後、取締役は１年内に監
　 査役は４年内に、それぞれ終
　 了する事業年度のうち最終の
　 ものに関する定時株主総会の
　 終結の時までとする。
　 補欠または増員のため選任さ
　 れた取締役の任期は、他の在
　 任取締役の任期の満了する時
　 までとする。
　 退任した監査役の補欠のため
　 選任された監査役の任期は、
　 退任した監査役の任期の満了
　 する時までとする。
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第23条～第31条 ＜省略＞ 第23条～第31条 ＜現行どおり＞

　 ＜新設＞ 　（附 則）

　 ＜新設＞ 第１条 第６条（発行可能株式総数）
　 および第７条（単元株式数）
　 の変更の効力発生日は、平成
　 25年６月27日開催の当会社第
　 94回定時株主総会で承認可決
　 された株式併合の効力が発生
　 した日とする。なお、本附則
　 は当該株式併合の効力発生日
　 の経過後これを削除する。
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第３号議案 取締役２名選任の件

　 早期業績回復を目指し、営業の強化と今後の業容の拡大に対応するため、取締役

　２名の増員の選任をお願いしたいと存じます。

　 取締役候補者は、次のとおりであります。
　

候補者

番号
氏 名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

候補者の有する

当社の株式数

１

平成３年４月 第一不動産㈱ 入社

根 岸 広 明 平成11年４月 当社入社

（昭和43年
　７月20日生） 平成14年４月 当社不動産および金属事業部

― 株

課長
現在に至る

２

昭和52年３月 建設省 入省

平成17年８月 国交省大臣官房人事課
人事調整官

若 山 勝 行
平成21年７月 国交省大臣官房政策評価審議

官兼国交省大臣秘書室長
（昭和27年
　９月18日生） 平成23年６月 全国不動産信用保証㈱

― 株

常勤監査役（現職）

平成25年３月 林田ビル管理㈱
取締役会長（現職）
現在に至る

（注） （１）各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　 （２）若山勝行氏は、国交省において国交省大臣秘書室長の経験を有し、

　 人望ならびにその幅広い見識を当社の営業強化に役立てていただく

　 ため、取締役として選任をお願いするものであります。
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第４号議案 監査役１名選任の件

　 社外監査役 宍倉良二氏逝去に伴い、上田直樹氏が仮監査役（一時監査役職務代

　行者）として、現在選任されておりますが任期満了となりますので、新たに監査役

　として選任をお願いしたいと存じます。

　 その任期は当社定款の定めにより、前任監査役の任期が満了する時までとなって

　おります。

　 監査役候補者は、次のとおりであります。

　 なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

氏 名

（生年月日）
略歴、地位及び重要な兼職の状況

候補者の有する

当社の株式数

平成11年４月 第二東京弁護士会登録
さくら共同法律事務所入所

上 田 直 樹
平成15年４月 金融庁監督局総務課

課長補佐

（昭和47年12月１日生）
平成24年４月 さくら共同法律事務所の

― 株

パートナー就任（現在）

平成25年１月 当社仮監査役

現在に至る

（注）１. 監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　 ２. 上田直樹氏は、当社の社外仮監査役を５カ月間務めており、弁護士

　 の資格を有し、また金融庁の課長補佐の経歴をもち、法律のみなら

　 ず幅広い見識を有しており、その能力と豊富な経験を当社の監査に

　 役立てるため社外監査役として選任をお願いするものであります。

　

以 上
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〈メ モ 欄〉
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新東京
ビル

東京
会館

国際
ビル

新国際
　ビル

東京国際
フォーラム

至東京駅

東京国際
フォーラム口

交
　通
　　会
　　　館

有楽町マリオン
LUMINE・
阪急 MEN’S TOKYO

日比谷公園

日 比 谷 濠

有　楽　町　駅

日比谷交差点

第一生命
ビル

新有楽町
ビル

有楽町ビル丸の内
警察署

日比谷
  パークビル
日 比 谷 駅　（日比谷線）

（有楽町線）

電
気
ビ
ル

有 

楽 

町 

駅

ビ
ッ
ク

　

カ
メ
ラ

中
央

口

B3出口
B2

皇　

居　

外　

苑

JR線

JR駅 地下鉄駅

地下鉄 地下鉄入り口

日　

比　

谷　

駅

（
都
営
三
田
線
）

環境に配慮した「植物油インキ」
を使用しています

株主総会会場ご案内図
会 場 ：日本俱楽部
所 在 地 ：東京都千代田区丸の内三丁目１番１号（国際ビル８階）

電 話 ：03(3573)3721（株式会社エス・サイエンス）

(注)当会場の都合により、９時30分以前にお越しいただいても、ご
入場はできませんのでご来場はそれ以後に願います。

「交通のご案内」

＜ＪＲ東日本＞

（山の手線） 有楽町駅 東京国際フォーラム口 下車徒歩４分

　 ＜ 地 下 鉄 ＞

（ 日比谷線 ） 日比谷駅 下車徒歩５分
（ 有楽町線 ）
（ 千代田線 ）

有楽町駅 下車徒歩２分
日比谷駅または二重橋駅 下車徒歩５分

（都営三田線） 日比谷駅 下車徒歩２分
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